様式第１号（第４関係）

令和　　年　　月　　日

長野県知事　様

〒
申請者　住所　
氏名　
　　　　　　　
（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）



　外国人材日本語習得支援補助金交付申請書


　外国人材日本語習得支援補助金の交付を受けたいので、以下のとおり申請します。
　申請内容は交付要件を満たしており、もし申請内容に虚偽が判明した場合は、補助金の返還等に応じます。

　交付申請額　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円　





様式第１号別紙

１　交付申請額算定表
	①
	②
	③
	④

	補助事業に要する経費
	①×１／２
	選定額
（②と補助上限額15万円を比較していずれか低い額）
	交付申請額
（1,000円未満切捨て）

	円
	円
	円
	円



２　添付書類確認表
（提出書類を確認のうえ確認欄に○を入れてください。）
	提出書類
	確認欄

	１
	事業計画書（様式第１号の２）
	

	２
	収支予算書（様式第１号の３）
	

	３
	必要経費の積算根拠がわかる資料（見積書、価格表、チラシ、HP写し　等）
	

	４
	会社等概要　※リーフレットも可
	

	５
	補助事業に参加する外国人材を雇用していることが確認できる書類
	

	６
	補助事業に参加する外国人材の在留カードの写し　※未発行の場合は在留資格認定証明書
	

	７
	県税に未納の徴収金がないことの証明書　※申請前概ね６カ月以内に発行されたもの
	



３　連絡担当者
	部署名
	
	職・氏名
	

	電話番号
	
	メールアドレス
	








様式第１号の２（第４関係） 
外国人材日本語習得支援補助金　事業計画書

１　申請者の概要
	企業等名称
	

	事業所名称
	

	代表者氏名
	
	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　人

	住所
（所在）
	〒


	業種（※）
	
	資本・出資金
	円

	主な
事業内容
	


（※）総務省「日本標準産業分類」の分類項目表に基づく大分類

２　日本語教育の事業計画
	（１）目的
	

	（２）事業内容
	①対象者人数
	　　　　　　　　　　　人

	
	②事業詳細
	

	
	③開始予定日
	令和　　年　　月　　日

	
	④完了予定日
	令和　　年　　月　　日



３　他の補助金の活用の有無
	有　・　無
	


※他の補助金の活用の有無について、「有」「無」いずれかに〇をしてください。
※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問合せ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。

様式第１号の３ （第４関係）


外国人材日本語習得支援補助金　収支予算書
 
1 収入の部 
（単位：円） 　　　　　　　　　　
	区分 
	予算額 
	資金の調達先 

	補助金※１
	 
	長野県

	自己資金 
	 
	

	借入金※２
	 
	

	その他
	 
	

	合計
	 
	




２  支出の部
 （単位：円）　　　　　　　　　　
	区分 
	予算額
	備考※３

	 
	
	

	 
	
	

	
	
	

	 
	
	

	 
	
	

	 合計
	
	
















※１ 様式第１号の交付申請額を記載してください。
※２ 区分が借入金の場合、資金の調達先を記載してください。
※３ 備考欄には区分ごとに積算根拠を記載してください。なお、欄が足りない場合は、別葉として添付しても構いません。 
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